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1. はじめにi 
気候変動は人類にとって喫緊の課題であり、持続可能な社会を形

成するためには多岐にわたる対策の実施が不可欠である。建築部門

においては、重要な対策の一つとして太陽光発電の導入が推進され

ている。現在主に普及しているのは屋根上に設置するものである

が、近年、建材一体型太陽光発電（BIPV：Building-integrated     

photovoltaics）の建築物側面への設置（図1）が注目を集めている。

BIPV とは壁材や窓などの建材と太陽光発電モジュールが一体化し

たものであり、その利用により建築物の意匠に合わせつつ壁面や窓

面においても太陽光エネルギーを利用した発電を行うことが可能

となる。また、建築ストックにおける発電量を大幅に増加させ、気

候変動の緩和に貢献することが期待されている。 

BIPV の建築側面での利用については、複数の先行研究が発電ポテンシャルの推計・分析を行っており、

種々の知見が提供されている。しかし、大規模（市や地域以上）の導入について短い時間間隔（e.g. 一時

間）での発電ポテンシャルの分析は未だ行われていない。そこで、本研究は建築物側面に設置されたBIPV

の発電ポテンシャルを地域規

模かつ一時間単位で推計し、

分析から気候変動の緩和に貢

献する新たな知見を提供する

ことを目指した。本研究は学

術誌Solar Energyから発表さ

れたii。 

2. 手法 
まず、建築物側面にBIPVが

設置された場合の発電ポテン

シャルを地域規模かつ一時間

単位で推計可能なモデルを開

発した（図2）。これを東京都 

の業務施設（GISデータ）に              
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図1：BIPVの建築側面設置ⅰ 

 
図2：開発した発電ポテンシャル推計モデル 



 

適用し、発電ポテンシャルの推計を行った。その後、推計結果を年間及び一時間当たりの地域規模の発電

ポテンシャルとして集計し、エネルギー需要を考慮した分析を行った。分析においては、経年でのエネル

ギー需要の削減や電化の進展、太陽光発電導入の経済性を考慮した。ここで、経済性の考慮は年間日射量

閾値（閾値以上の年間日射量を持つ箇所で経済的な導入が可能だと考える）の設定により行った。 

3. 結果と考察 
 年間発電ポテンシャルとエネルギー需要との比較（図3）より、東京都の業務施設の2050年における年

間電力需要のうち15％～48％が太陽光発電によって満たされ得ることが示された。需要満足の程度は建築

物側面の発電ポテンシャルをどの程度活用するかに大きく依存しており、気候変動の緩和により大きく貢

献するためにはある程度の経済的コストを受け入れる必要があると分かった。一時間単位の結果（図 4）

からは、建築物側面への太陽光発電導入において高い経済性を追求する場合、発電量の時間変動を従来か

らほとんど変化させないことが分かった。 

これは、一般に建築側面設置のBIPV に期待

される発電量の平準化の効果が得られない

ことを意味する。また、ロードカーブに関す

る分析から、設備利用率の低下と調整力の 

必要性の増加という、BIPV の大規模導入が

電力システムに与える悪影響が明らかと 

なった。 

4. 結論 
 本研究は、東京都の業務施設を対象とし

て、建築物側面に設置されたBIPV の発電ポ

テンシャルを地域規模かつ一時間単位で推

計し、エネルギー需要との比較をはじめとす

る分析を行った。本研究で得られた知見は、

自治体以上の規模でのBIPV 活用の検討にお

いて大きく貢献すると期待される。 

 
図4：各月の晴天日について平均した一時間単位の発電ポテンシャルと電力需要 

 
図3：各年間日射量閾値に対する年間発電ポテンシャルと   

年間エネルギー需要 


